
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

C O N T E N T S 

 

１．三重県からのお知らせ 

① １０月３０日開催「高年齢者再就職支援セミナー」のご案内 

② １１月１４日開催「高年齢者雇用に関する事業所向けセミナー・働きやすい職場づくりセミナー」の

ご案内 

③ １１月２０日開催「高年齢者再就職支援セミナー」のご案内 

④ 高年齢者及び外国人雇用に係る企業向けアドバイザー派遣のご案内 

⑤ １０月３１日・１１月１９日開催「「協同労働」を学ぶワークショップ」のご案内 

⑥ カスタマーハラスメント対策に取り組みましょう！ 

⑦ カスタマーハラスメント対策企業マニュアルのご案内 

⑧ 三重県労働相談室のご案内 

 

２．三重県労働委員会事務局からのお知らせ 

① お申し込みは10月11日（金）まで！「労働委員会委員による労使トラブル無料相談会」を開催 

します 

 

３．三重労働局からのお知らせ 

① 毎年11月は「過労死等防止啓発月間」です。「過重労働解消キャンペーン」を実施します。 

② 11月は「しわ寄せ」防止キャンペーン月間です。 

③ 「必ずチェック！最低賃金！」～働く人と雇う人のためのルールです～ 

④ 「最低賃金引上げの支援策」～令和６年10 月１日から時間給1,023 円 50 円ＵＰ！～ 

⑤ フリーランスの取引に関する新しい法律が11月にスタート！～「フリーランス・事業者間取引適 

正化等法」～が2024年11月１日に施行されます。 

⑥ 人材開発に取り組む事業主を支援します！「人材開発支援策」のご案内 

 

４．三重産業保健総合支援センターからのお知らせ 

① 独立行政法人労働者健康安全機構「三重産業保健総合支援センター」のご案内 

 

＊「三重の労働202４年１０月・１１月号」全ページを一括ダウンロードする 



















厚生労働省「労働者協同組合活用促進モデル事業」
（受託者：三重県労協活用促進地域連携協議会）

地域づくりがしごとになる？

「協同労働」を学ぶ

ワークショップ

四日市開催

10/31(木) 13:30～15:30

会場
四日市市勤労者・市民交流センター
東館 大会議室 (四日市市日永東1丁目2-25)

ワークショップの概要

例えばこんな方が対象です！

地域の課題や困りごとを解決していく仕事の担い手になりたい

雇用でも自営でもない、働く一人ひとりが主人公になれる働き方がしたい

みんなでお金を出し合い、話し合い、はたらく組織の形に興味がある

大台開催

11/19(火) 13:30～15:30

会場
大台町役場 ２階 大会議室

(多気郡大台町佐原750)

例えばこんな方が対象です！

労働者協同組合の設立に向けた手続きや運営の方法を知りたい

「協同労働」 （労働者協同組合）の制度や活用事例を聞きたい

相談窓口＆アドバイザー派遣

ワークショップ、相談窓口・アドバイザー派遣の詳細は裏面をご覧ください

主催：三重県労協活用促進地域連携協議会 後援：四日市市、大台町



対象者 県内の個人、法人、団体など
実施方法 電話、メール、オンライン、対面等での相談対応、助言・指導を実施します
支援回数 アドバイザー派遣は１者あたり各年度１回を限度とします

（各年度の上限回数に達した場合は受付を停止することがあります）

受付方法 右の二次元コードからお申し込みください
費用 無料（アドバイザーの交通費等も不要です）

定員

講師

労協コモンウェーブヤマトさん
三重県労協活用促進地域連携協議会 事務局

ワークショップの
申し込みはこちらから「協同労働」を学ぶワークショップ

鈴鹿市において「子どもの居場所づくり」に取り組むコモンウェーブのヤマトさん
から、法人設立の経緯や普段の活動などについて紹介いただきます。また、労協
制度の概要や可能性について事務局から紹介します。

四日市市で「キャンプ場」を営む労協法人として、全国第１号の労働者協同
組合を立ち上げた樋口さんと、松阪市において「高齢者介護」などの事業を行い、
40年以上の長きにわたって「協同労働」を実践してきたワーカーズコープみえの
松本さんから、「協同労働」や事業の運営などについて紹介いただきます。

【申込〆】

10/29(火)

17時まで

定員

相談窓口＆アドバイザー派遣の概要

お問い合わせ先
三重県労協活用促進地域連携協議会
（事務局: 三重県雇用経済部 障がい者雇用・就労促進課）
TEL: 059-224-2461  mail: syurou@pref.mie.lg.jp

【申込〆】

11/15(金)

17時まで

相談＆アドバイザーの
申し込みはこちらから

講師

OretachinoCamp労協連合会樋口さん

労協ワーカーズコープみえ松本さん

令和４年10月に施行した「労働者協同組合法」により、労働者がお金を出し合い、意見を反映し、

自ら働く新しい法人制度として設立が可能になった法人です。

多様な働き方を実現しつつ、持続可能で活力ある地域社会に資する事業が全国で広がっています。

労働者協同組合(ろうきょう)とは？

協議会HPは
こちらから
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   カスタマーハラスメントとは、顧客や取引先など（以下「顧客等」）からのクレーム全てを
指すものではありません。顧客等からのクレームには、商品やサービス等への改善を求め
る正当なクレームがある一方で、過剰な要求を行ったり、商品やサービスに不当な言いが
かりをつける悪質なクレームもあります。不当・悪質なクレーム、いわゆるカスタマーハラ
スメントからは従業員を守る対応が求められます。

（出典：令和2年度 厚生労働省 職場のハラスメントに関する実態調査）
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   企業及び事業主として適切な対応をしていない場合、被害を受けた従業員から責任を
追及される可能性があります。

　以下の事例は、保護者による教諭に対する理不尽な言動があった際に、当該教諭の管
理監督者である校長に損害賠償責任が追及された事例です。



   企業及び事業主として適切な対応をしていない場合、被害を受けた従業員から責任を
追及される可能性があります。

　以下の事例は、保護者による教諭に対する理不尽な言動があった際に、当該教諭の管
理監督者である校長に損害賠償責任が追及された事例です。
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図7：カスタマーハラスメントに関わる内部手続の流れの例
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８．SNS/インターネット上での誹謗中傷型
●インターネット上に名誉を毀損する、またはプライバシーを侵害する情報を掲載す

る。

【対応例】掲示板やSNSでの被害については、掲載先のホームページ等の運営者（管理
人）に削除を求める。投稿者に対して損害賠償等を請求したい場合は、必要に応じて弁護
士に相談しつつ、発信者情報の開示を請求する。名誉毀損等について、投稿者の処罰を
望む場合には弁護士や警察への相談等を検討する。解決策や削除の求め方が分からな

い場合には、法務局や違法・有害情報相談センター、「誹謗中傷ホットライン」（セーファー
インターネット協会）に相談する。
 

●「殺されたいのか」といった脅迫的な発言をする、反社会的勢力とのつながりをほのめ

かす、異常に接近する等といった、従業員を怖がらせるような行為をとる。または、「対応

しなければ株主総会で糾弾する」、「SNSにあげる、口コミで悪く評価する」等とブランド

イメージを下げるような脅しをかける。
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図8：カスタマーハラスメントに関わる内部手続の流れの例
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図9：カスタマーハラスメントと企業内でのハラスメントの違い
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  消費者庁、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省等を含む関係者が定期的に集まって情報交換等を行う会議

顧客等からの著しい迷惑行為の防止対策の推進に係る関係省庁連携会議啓発ポスター、一般社団法人日本民営鉄道協会による啓発ポスター
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　また、企業のみならず、顧客等の理解にもつながり、社会全体として意識が変わっていくきっかけ
になればと思います。



　また、企業のみならず、顧客等の理解にもつながり、社会全体として意識が変わっていくきっかけ
になればと思います。

















賃金、残業代を
支払ってもらえない…

突然、解雇を
言い渡された！

賃金、残業代を
支払ってもらえない…

突然、解雇を
言い渡された！

パートだけど
年休ってあるの？
なかなか休めない！！

パートだけど
年休ってあるの？
なかなか休めない！！

１人で悩まずに
お気軽に　　
相談ください

労働者の方や事業主からの
労働問題に関する困りごとに相談員がお答えします。
労働者の方や事業主からの
労働問題に関する困りごとに相談員がお答えします。

こちらこちら
ですです

相談時間相談時間
労働相談（電話・面談） 弁護士相談

月・水・金曜日

火・木曜日
午前9：00～午後5：00

毎月第２金曜日

午後1：00～午後4：00

※２営業日前までに予約が必要です

弁護士相談

月～金曜日
午前9：00～午後4：00

希望する日時を記載し、２営業日前までに
info@mie-kinfukukyo.or.jp へ送信してください。
受付完了後、当アドレスからZoomの番号等を
送信します。

※事前予約制

オンライン相談（Zoom）オンライン相談（Zoom）労働相談（電話・面談）

午前9：00～午後7：00

相談内容など個人の
秘密は守られますので
ご安心ください。

相談無料

至四日市

至松阪三重県
栄町庁舎

合同ビル吉田山
会館

農協ビル県庁

津偕楽
公園

津 

駅

三重県勤労者
福祉会館１F

三重県労働相談室（三重県の機関です）

三重県津市栄町 1丁目 891 三重県勤労者福祉会館 1F
お問い合わせ

059- -213 8290
または

059-224-3110
059- -213 8290

または

059-224-3110

※但し、祝日、年末年始は除きます。
※Eメールでの相談は『労働相談メール受付窓口』（https://www.pref.mie.lg.jp/oshigoto/40630012929.html）
　若しくは、info@mie-kinfukukyo.or.jpへ直接必要事項を記載し送信してください。
※ポルトガル語・スペイン語通訳については、令和５年３月31日をもって終了しました。
　なお、みえ外国人相談サポートセンター（MieCo）では、外国人住民のための相談を行っていますのでご利用ください。  TEL:080-3300-8077

弁護士相談（予約制）も行っています

まずはこちらへお電話をまずはこちらへお電話を

労働相談室





電話かメールで
事前にお申し込み

ください！

申　込　期　間
令和6年9月20日（金）
　　～10月11日（金）１７時
※平日8:30～17:00の間で受付

（12時～13時除く）

相談は無料

秘密は厳守

要予約要予約要予約要予約

トラブル
県労働委員会委員による

14：30～17：0014：30～17：00令和6年 月　　 日10 21 月

津市栄町1丁目954三重県栄町庁舎５Ｆ

県内事業所の労働組合、経営者の方々
労働組合（組合員）と使用者の間の労使関係トラブルや、
労働組合法・労働委員会制度に関するもの

と き

と こ ろ

対 象

相談内容

相談時間 １名（組）様あたり約30分を目安とします

三重県労働委員会室

三重県労働委員会事務局三重県労働委員会事務局 ☎059-224-3033 roui＠pref.mie.lg.jp

より良い労使関係を築いて、働きやすい職場づくり
知識や経験豊かな、公益委員（弁護士等）、労働者委員（労働組合役員等）、
使用者委員（会社役員等）が、それぞれの立場に立って、お話をお伺いし、
3名一組で、ご相談に応じます。



団体交渉の
対応の仕方で
悩んでいる

団体交渉に
応じてくれない

団体交渉の
申し入れに対し、
日時や場所の変更は
できないのか？

雇止めや
パワハラ被害といった
個別事案についても、
団体交渉に応じなければ

ならないのか？

組合活動をしたら
配置転換された

組合員のみが
再雇用を
拒否された

例えば、こんな悩みごと…

解決に向けてサポートします！

津駅から徒歩約10分
三重県労働委員会 
（三重県栄町庁舎5階）

勤労者福祉会館

次のような相談は、対象外です。
・個々の労働者と使用者との労働問題
・職場における私的な人間関係のトラブル等

これらのご相談は、
三重県労働相談室　
☎059－213－8290 へ

三重県労働委員会事務局三重県労働委員会事務局
☎059-224-3033　　roui＠pref.mie.lg.jp

〒514-0004 津市栄町1丁目954 三重県栄町庁舎5階

三重県労働委員会 で検索または、

三重県労働

委員会のＨＰは、

ココから

労働委員会は、労使間のトラブルを、公正・中立な立場で、
労使紛争のあっせんや、不当労働行為の審査等によって
解決するために、法律によって各都道府県に設けられた
行政機関です。



⑶労 基 み え

 １　ベストプラクティス企業との意見交換
三重労働局長が長時間労働の削減など過重労働解消に向けて積極的に取り組んでいる企業（ベストプラ
クティス企業）及びその取引先（発注者）と意見交換を行います。
 ２　全国一斉の無料電話相談
令和６年11月２日（土）、「過重労働解消相談ダイヤル」（フリーダイヤル：0120－794－713）を
開設するとともに11月１日～７日を「過重労働相談受付集中期間」とし相談に対応します。
 ３　取組要請、周知・啓発
長時間労働削減に向け、労働組合や使用者団体に対し、取組を要請するとともに、使用者団体には「し
わ寄せ」防止の働きかけも行います。
また、リーフレットの作成、ホームページの活用等により、過労死等防止啓発の趣旨やキャンペーンの
内容を広く周知・啓発します。
 ４　重点監督の実施
長時間にわたる過重な労働による過労死等に係る労災請求が行われた事業場など過重労働が懸念される
事業場に対し、重点監督を実施します。
 ５　「過労死等防止対策推進シンポジウム」の開催

 １　ベストプラクティス企業との意見交換
三重労働局長が長時間労働の削減など過重労働解消に向けて積極的に取り組んでいる企業（ベストプラ
クティス企業）及びその取引先（発注者）と意見交換を行います。
 ２　全国一斉の無料電話相談
令和６年11月２日（土）、「過重労働解消相談ダイヤル」（フリーダイヤル：0120－794－713）を
開設するとともに11月１日～７日を「過重労働相談受付集中期間」とし相談に対応します。
 ３　取組要請、周知・啓発
長時間労働削減に向け、労働組合や使用者団体に対し、取組を要請するとともに、使用者団体には「し
わ寄せ」防止の働きかけも行います。
また、リーフレットの作成、ホームページの活用等により、過労死等防止啓発の趣旨やキャンペーンの
内容を広く周知・啓発します。
 ４　重点監督の実施
長時間にわたる過重な労働による過労死等に係る労災請求が行われた事業場など過重労働が懸念される
事業場に対し、重点監督を実施します。
 ５　「過労死等防止対策推進シンポジウム」の開催

三重労働局の取組内容

　過労死等防止対策推進法で
は、国民の間に広く過労死等を
防止することの重要性について
自覚を促し、これに対する関心
と理解を深めるため、毎年11月
を「過労死等防止啓発月間」と
定めています。
　国民一人ひとりが自身にも関
わることとして過労死等とその
防止に対する理解を深めて「過
労死ゼロ」の社会を実現しまし
ょう。

毎年11月は「過労死等防止啓発月間」です
同月間に「過重労働解消キャンペーン」を実施します。

主催：厚生労働省
後援：三重県
協力：過労死等防止対策推進全国センター、全国過労死を考える家族の会、過労死弁護団全国連絡会議

近年、働き過ぎやパワーハラスメント等の労働問題によって多くの方の
尊い命が失われ、また心身の健康が損なわれ深刻な社会問題となっています。
本シンポジウムでは有識者や過労死で亡くなられた方のご遺族等にも
ご登壇をいただき、過労死等防止対策推進法施行から10年、改めて
過労死等の現状や課題、防止対策について考えます。

2024年11月21日(木)
13：30～15：30（受付13：00～）

日 時

働く人々のための
ハラスメント防止とその対策
静岡社会健康医学大学院大学准教授
/代々木病院精神科医師 天笠  崇 氏

津市アストプラザ 4F
アストホール
(津市羽所町700番地 アスト津）

会 場

過労死等防止対策推進シンポジウム

過労死をゼロにし、健康で充実して
働き続けることのできる社会へ

毎年11月は「過労死等防止啓発月間」です｡

参加
無料
事前申込

基調講演

三重
場会

二次元バーコードを
読み込んで下さい。

第 205号 令和 6年10月 1 日

umeharag
四角
ここにメモを書いてください。



しわ寄せ防止特設サイト

そ
の
無
理
な
発
注
の

「
し
わ
寄
せ
」で

取
引
先
が
途
方
に

暮
れ
て
い
ま
せ
ん
か
？

厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署
しわ寄せ防止
特設サイト

https://work-holiday.mhlw.go.jp/shiwayoseboushi/

そこのところ
よろしく
頼みますよ。

仕様変更?
この納期じゃ、
無理よ。。。

月間です。
 11月は「しわ寄せ」
防止キャンペーン

大企業・親事業者による長時間労働の削減等の取組が、
下請等中小事業者に対する適正なコスト負担を伴わない短納期発注、
急な仕様変更などの「しわ寄せ」を生じさせている場合があります。

大企業等と下請等中小事業者は共存共栄！
適正なコスト負担を伴わない短納期発注や急な仕様変更などはやめましょう！



（R6.10）

　厚生労働省が所管する「労働時間等設定改善法（平成4年法律第90号）」に基づき、事業主の皆様は、他
の事業主との取引において、長時間労働につながる短納期発注や発注内容の頻繁な変更を行わないよう配
慮する必要があります。長期間にわたる特に過重な労働は、過労死等を引き起こすおそれがあると言われて
おり、取引先の労働者の健康障害防止のためにも必要です。
　他の事業主との取引を行うに当たって、次のような取組が行われるよう、社内に周知・徹底を図りましょう。

　経済産業省・中小企業庁が所管する「下請中小企業振興法（昭和45年法律第145号）」に基づ
く「振興基準」には、親事業者と下請事業者の望ましい取引関係が定められています。

●やむを得ず短納期発注や急な仕様変更などを行う場合には、残業代等の適正なコストは親
事業者が負担すること。
●親事業者は、下請事業者の「働き方改革」を阻害する不利益となるような取引や要請は行わないこと。

労務費、原材料費、エネルギー価格等のコストが増加した場合には、親事業者は、予め定めた
価格改定タイミングはもちろんのこと、その期中においても、価格変更を柔軟に行うものとする。
特に原材料費やエネルギーコストの高騰があった場合には、適切なコスト増加分の全額転嫁を
目指すものとすること。

●親事業者は、継続的な取引を行う下請事業者に対して、安定的な生産が行えるよう長期発注
計画を提示し、発注の安定化に努めること。
●発注内容を変更するときは、不当なやり直しが生じないよう十分に配慮すること。

❶ 週末発注・週初納入、終業後発注・翌朝納入等の短納期発注を抑制し、
　 納期の適正化を図ること。
❷ 発注内容の頻繁な変更を抑制すること。
❸ 発注の平準化、発注内容の明確化その他の発注方法の改善を図ること。

❸ 原材料費・エネルギーコストの適切な増加分の全額転嫁を目標としましょう！

❶ 親事業者も下請事業者も共に「働き方改革」に取り組みましょう！

例えば…●無理な短納期発注への納期遅れを理由とした受領拒否や減額
　　　　●親事業者自らの人手不足や長時間労働削減による検収体制不備に起因した受領拒否や支払遅延
　　　　●過度に短納期となる時間指定配送、過剰な賞味期限対応や欠品対応に起因する短いリードタイム、
　　　　　適正なコスト負担を伴わない多頻度小口配送
　　　　●納期や工期の過度な年度末集中

❷ 発注内容は明確にしましょう!

■労働時間等設定改善法については、都道府県労働局 雇用環境・均等部（室）にご相談ください。

11月は「過労死等防止啓発月間」でもあります。
同月間に「過重労働解消キャンペーン」も実施します。
過重労働解消相談ダイヤル　令和６年11月2日（土）9:00～17:00　　 ０１２０-７９４-７１３
※11月2日以外でも、各労働基準監督署、労働条件相談ほっとライン（　　 0120-811-610 ）で相談できます。

■中小企業の取引上の悩み相談は、下請かけこみ寺 　　 0120-418-618 にご相談ください。
　（受付時間）9:00 ～ 12:00 ／ 13:00 ～ 17:00（土日・祝日・年末年始を除く）携帯電話からもご利用いただけます。
　お近くの「下請かけこみ寺」につながります。

11月2日（土）には「過重労働解消相談ダイヤル」を設置し、都道府県労働局の担当官による特別労働相談を実施します。
過重労働解消
キャンペーン

大企業等と下請等
中小事業者と共存共栄！
適正なコスト負担を伴わない短納期発注や急な仕様変更などはやめましょう！







非正規雇用労働者の基本給の賃金規

定等を３％以上増額改定し、その規定

を適用させた場合に助成します。

パートタイム労働者など非正規雇用労

働者の賃金引上げが対象です。

業務改善助成金 検 索

キャリアアップ助成金
（賃金規定等改定コース）

業務改善助成金

事業場内最低賃金を引き上げ、

設備投資等を行った中小企業に、

その費用の一部を助成します。

中小企業で働く労働者の賃

金引上げのための生産性向

上の取組が支援対象です。

キャリアアップ助成金 検 索

３％以上５％未満増額改定
した場合

５万円

５％以上増額改定した場合 ６万5,000円

賃上げコース区分 助成上限額

30円コース 30万円～130万円

45円コース 45万円～180万円

60円コース 60万円～300万円

90円コース 90万円～600万円

賃上げ＋設備投資

・賃上げと設備投資等を含む生産性向上

に資する計画を作成

・中小企業が利用できる

・助成額は、賃金の引上げ額、引上げ

労働者数等によって決まる

・設備投資等は、交付決定を受けた後
（※事業場内最低賃金を引き上げる前に申請する

必要があります。）

活用のポイント 活用のポイント

・賃金規定等の改定キャリアアップ計
画を作成
・中小企業と大企業が利用できる
・助成額は、1人当たり定額
・最低賃金の改定に伴う賃金規定等の
改定をした場合も助成対象
（※最低賃金引上げに合わせて改定する場合、新
最低賃金発効日の前日（9/30）までに取り組ん
でいる必要があります。）

活用例

中小企業が賃金規定等を５％増額改定し、

10名の有期雇用労働者の賃上げを実施し

た場合、65万円支給されます。

30人の事業場で、事業場内最低賃金労

働者5名の時給を45円引き上げた場合、

設備投資にかかった費用に対し最大10

０万円が助成されます。

活用例

1人当たりの助成額（大企業の場合は２/３）

１事業所あたりの上限は100人分

賃上げ

三 重 労 働 局 雇 用 環 境 ・ 均 等 室

T E L  0 5 9 - 2 2 6 - 2 1 1 0

三 重 労 働 局 職 業 安 定 部 職 業 対 策 課

T E L  0 5 9 - 2 2 6 - 2 1 1 1

最低賃金引上げの支援策
令和６年10月１日から

時間給1,023円 50円ＵＰ！



三 重 労 働 局 職 業 安 定 部 職 業 対 策 課

T E L  0 5 9 - 2 2 6 - 2 1 1 1

キャリアアップ助成金について
(厚生労働省ウェブサイト)

要 件
1 人 当 た り
助 成 額

①
賃金の15％以上を追加支給
（ 社 会 保 険 適 用 促 進 手 当 等 ）

1年目
20万円 ( 注 )

②
賃金の15％以上を追加支給
（ 社 会保 険適 用促 進手 当等 ）他

2年目
20万円 ( 注 )

③
賃 金 を 1 8 ％ 以 上 増 額
（労働時間延長による手取り増も含む）

3年目
10万円

（１）手当等支給メニュー

週所定労働時間
の延長

賃金の
増額

1人当たり
助成額

4時間以上 ー

30万円

3時間以上
4時間未満

５％以上

2時間以上
3時間未満

1 0％以上

１時間以上
2時間未満

1 5％以上

（２）労働時間延長メニュー

〇労働者を新たに社会保険に加入させるとともに、収入増加の取組を行った事業主を助成します。

(注)１,２年目は取組から6ヶ月ごとに支給申請（１回あたり10万円支給）

賃金引き上げ特設ページのメニュー

１ 賃金引き上げに向けた取り組み事例の紹介

２ 地域・業種・職種ごとの平均的な賃金検索機能

３ 賃金引き上げに向けた政府の支援策

三 重 労 働 局 労 働 基 準 部 賃 金 室

T E L  0 5 9 - 2 2 6 - 2 1 0 8

賃金引き上げ特設ページを公開中！

キャリアアップ助成金｢社会保険適用時処遇改善コース｣

（R6.10）

※助成額は中小企業の場合。大企業の場合は3/4の額。
※1年目に（1）①、2年目に（2）の助成も受給可（併用
メニュー）。
（上述を除き、1人に対して2つのメニューの助成は受け
られません。）



フリーランスの取引に関する

新しい法律が11月にスタート！
「フリーランス・事業者間取引適正化等法」が

2024年11月１日に施行されます。

法律の目的

この法律は、フリーランスの方が安心して働ける環境を整備するため、

①フリーランスの方と企業などの発注事業者の間の取引の適正化 と

②フリーランスの方の就業環境の整備

を図ることを目的としています。

法律の適用対象

発注事業者からフリーランスへの「業務委託」（事業者間取引）

フリーランス 業務委託の相手方である事業者で、従業員を使用しないもの

発注事業者 フリーランスに業務委託する事業者で、従業員を使用するもの

※ 一般的にフリーランスと呼ばれる方には、「従業員を使用している」「消費者を相手に取引をしている」方も

含まれる場合もありますが、これらの方はこの法律における「フリーランス」にはあたりません。

例：フリーランスとして働くカメラマンの場合

⚫ この法律上は、フリーランスは「特定受託事業者」、発注事業者は「特定業務委託事業者」 「業務委託事業者」とされて

いますが、このリーフレットでは伝わりやすさを優先し、それぞれ「フリーランス」、「発注事業者」と表現しています。

⚫ 「従業員」には、短時間・短期間等の一時的に雇用される者は含みません。具体的には、「週労働20時間以上かつ31日以

上の雇用が見込まれる者」が「従業員」にあたります。

⚫ 特定の事業者との関係で従業員として雇用されている個人が、副業で行う事業について、事業者として他の事業者から業

務委託を受けている場合には、この法律における「フリーランス」にあたります。

⚫ なお、契約名称が「業務委託」であっても、働き方の実態として労働者である場合は、この法律は適用されず、労働基準

法等の労働関係法令が適用されます。

企業

(従業員を使用)

フリーランス
(従業員を使用していない)

この法律の対象

消費者

消費者・企業

(不特定多数)

この法律の対象外

企業が宣材写真の

撮影を委託

（事業者からの委託）

消費者が家族写真の撮影を委託

（事業者ではなく消費者からの委託）

自作の写真集をネットで販売

（委託ではなく売買）



⚫ 発注事業者の義務の具体的な内容などは、政省令・告示などで定めております。詳細な法律等の内容や最新の情報につい

ては、関係省庁のホームページをご覧ください。

⚫ 項目①～③については、公正取引委員会・中小企業庁、

項目④～⑦については、厚生労働省（都道府県労働局）

までお問合せください。

法律の内容

発注事業者が満たす要件に応じてフリーランスに対しての義務の内容が異なります。

公正取引委員会 中小企業庁 厚生労働省

発注事業者 フリーランス

• 業務委託の相手方である事業者

• 従業員を使用していない

◼ フリーランスに業務委託をする事業者

◼ 従業員を使用していない

※フリーランスに業務委託するフリーランスも含まれます。

◼ フリーランスに業務委託をする事業者

◼ 従業員を使用している

◼ フリーランスに業務委託をする事業者

◼ 従業員を使用している

◼ 一定の期間以上行う業務委託である

※「一定の期間」は、③は１か月、⑤⑦は６か月です。
契約の更新により「一定の期間」以上継続して行う
こととなる業務委託も含みます。

①、②、④、⑥

①、②、③、④、
⑤、⑥、⑦

義務項目

義 務 項 目 具 体 的 な 内 容

①
書面等による取引条件

の明示

業務委託をした場合、書面等により、直ちに、次の取引条件を明示すること

「業務の内容」「報酬の額」「支払期日」「発注事業者・フリーランスの名称」「業務委託をし

た日」「給付を受領／役務提供を受ける日」「給付を受領／役務提供を受ける場所」「（検査を

行う場合）検査完了日」「（現金以外の方法で支払う場合）報酬の支払方法に関する必要事項」

②
報酬支払期日の設定・

期日内の支払

発注した物品等を受け取った日から数えて60日以内のできる限り早い日に報酬支払期

日を設定し、期日内に報酬を支払うこと

③ 禁止行為

フリーランスに対し、１か月以上の業務委託をした場合、次の７つの行為をしてはな

らないこと

●受領拒否 ●報酬の減額 ●返品 ●買いたたき ●購入・利用強制

●不当な経済上の利益の提供要請 ●不当な給付内容の変更・やり直し

④ 募集情報の的確表示
広告などにフリーランスの募集に関する情報を掲載する際に、

• 虚偽の表示や誤解を与える表示をしてはならないこと

• 内容を正確かつ最新のものに保たなければならないこと

⑤
育児介護等と業務の

両立に対する配慮

６か月以上の業務委託について、フリーランスが育児や介護などと業務を両立できる

よう、フリーランスの申出に応じて必要な配慮をしなければならないこと

（例）
・「子の急病により予定していた作業時間の確保が難しくなったため、納期を短期間繰り下げた

い」との申出に対し、納期を変更すること

・「介護のために特定の曜日についてはオンラインで就業したい」との申出に対し、一部業務を
オンラインに切り替えられるよう調整すること など

※やむを得ず必要な配慮を行うことができない場合には、配慮を行うことができない理由につい
て説明することが必要。

⑥
ハラスメント対策に

係る体制整備

フリーランスに対するハラスメント行為に関し、次の措置を講じること

①ハラスメントを行ってはならない旨の方針の明確化、方針の周知・啓発、②相談や苦情に応じ、

適切に対応するために必要な体制の整備、③ハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応 など

⑦
中途解除等の

事前予告・理由開示

６か月以上の業務委託を中途解除したり、更新しないこととしたりする場合は、

・原則として30日前までに予告しなければならないこと

・予告の日から解除日までにフリーランスから理由の開示の請求があった場合には理
由の開示を行わなければならないこと

内閣官房

①

令和６年６月改訂 リーフレットNo.13



都道府県労働局 ハローワーク LL060920開総01

事業主・事業主団体の方へ

厚生労働省では、人材開発に取り組む事業主・事業主団体の皆さまを支援するため、

さまざまな支援策を用意しています。従業員のキャリアアップを図る際は、ぜひご活

用ください。

P.2

P.２
～3

P.３

P.3

P.７
～８

人材開発統括官

P.４

P.５

P.６

P.６

人材開発に取り組む事業主を支援します！

 「人材開発支援策」のご案内  
令和６年９月１日改訂版  

従業員の

スキル向上

を図りたい

従業員の

キャリア形成

を促したい

生産性向上人材育成支援センター

在職者訓練（ハロートレーニング）

生産性向上支援訓練

テクノインストラクターの派遣など

都道府県が実施する訓練

認定職業訓練

在職者訓練（ハロートレーニング）

ものづくりマイスターなど

職業能力検定認定制度

職業能力評価基準

教育訓練給付金

ユースエール認定制度

人材開発支援助成金

全般的な

相談

社外施設

での訓練

講師派遣

会社で

基盤を整備

会社の将来を担う若者を

採用・育成したい

助成金を活用して

人材開発に取り組みたい

従業員

自ら活用

1

あしたを拓く人を創る

キャリア形成・リスキリング推進事業
キャリアコンサルティング

セルフ･キャリアドック

ジョブ・カード



「技能・技術などの向上」や「新たな製品づくり」といった企業の生産現場が抱える課題解決のために、

「ものづくり分野」を中心に、設計・開発、加工・組立、工事・施工、設備保全などの実習を中心とした

高度な訓練コースを体系的に実施しています。 

全国のポリテクセンターなどに設置されている｢生産性向上人材育成支援センター｣では、主に中小企

業を対象に、人材育成に関する相談支援から、課題に合わせた「人材育成プラン」の提案、職業訓練

の実施まで、人材育成に必要な支援を一貫して行っています。

特に、中小企業等のDXに対応するための人材育成について、全ての生産性向上人材育成支援セン

ターに「中小企業等ＤＸ人材育成支援コーナー」を設置し、相談支援を行っています。

主に下の３つのメニューで、生産性や技能・技術の向上を支援します

生産性向上人材育成支援センター

高度な技能・技術の習得を支援（在職者訓練：ハロートレーニング）

生産性向上に必要な知識等の習得を支援（生産性向上支援訓練）

中小企業等のＤＸ化への対応や生産性向上に必要な知識等を習得するために、あらゆる産業分野で必要とさ

れる「生産管理、IoT・クラウドの活用、組織マネジメント、マーケティング、データ活用」などのカリ

キュラムを、利用企業の課題に合わせてカスタマイズし、専門的な知見とノウハウを有する民間機関等を活

用して実施しています。

生産性向上人材育成支援センター 検 索

テクノインストラクター（職業訓練指導員）の派遣、施設･設備の貸出

「研修したいが講師がいない、機械を止められない、研修場所がない」などといった企業

の要望に応じて、職業訓練指導員を企業に派遣することや、ポリテクセンター等の施設・

設備（会議室、実習場および訓練用設備・機器）の貸し出しを行っています。

都道府県知事の認定を受けた職業訓練施設、および都道府県立の職業能力開発施設でも、在職者向け

の訓練を実施しています。

都道府県知事の認定を受けた職業訓練施設での訓練（認定職業訓練）

事業主等が雇用する従業員等に対して行う職業訓練のうち、職業能力開発促進

法に定める教科、訓練期間、設備などの基準に合うものとして、都道府県知事

が認定した訓練をいいます。

※中小企業が共同で訓練施設を運営している場合が多いです。

社外訓練全般的な相談

都道府県が実施する訓練 社外訓練

訓 練 日 数 概ね２～５日（12～30時間）

主な訓練分野

機械系／機械設計、機械加工、金属加工

居住系／建築計画、測定検査、設備保全

電気・電子系／制御システム設計、通信設備設計、電気設備工事

訓 練 日 数 概ね１～５日（４～30時間）

主な訓練分野

生産管理、品質保証・管理、組織マネジメント、生涯キャリア形成、

営業・販売、マーケティング、企画・価格、データ活用、情報発信、

倫理・セキュリティ

訓 練 期 間 普通課程：原則として１年 短期課程：６か月以下

主な訓練科 建築、金属・機械加工、情報処理、和洋裁、調理 など

お問い合わせ
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構のウェブサイトをご覧ください

お問い合わせ 都道府県人材開発主管課 2

ハロトレくん



都道府県が設置する職業訓練施設での訓練（在職者訓練：ハロートレーニング）

訓 練 期 間 概ね２～５日

主な訓練コース

機械・機器操作などの基礎的な取り扱いを習得させる訓練など

地域の人材ニーズを踏まえた基礎的な訓練

例：機械加工科、機械製図科、建築科、情報ビジネス科 など

地域の実情に応じた

訓練コース

地場産業などで必要とされる人材を育成するための地域の実情に応

じた訓練

例：観光ビジネス科、陶磁器製造科、竹工芸繊維科、自動車整備科

など

お問い合わせ 都道府県人材開発主管課

地域企業や地場産業の訓練ニーズに対応した、基礎的な訓練を実施しています。

ものづくりマイスター 講師派遣

ニーズにあわせて最適な熟練技能者（ものづくりマイスター）を派遣します

中小企業・業界団体の若年技能者、工業高校の生徒等を対象に熟練技能者「ものづくりマイスター」が実践

的な実技指導を行います

対 象 職 種

製造系職種：製造・建設技能111職種

（機械加工、建築大工、造園、和裁、塗装 など）

IT系職種：Webデザイン等IT系5職種

講 習 例

技能検定１・２級レベルの技能習得、

普通旋盤作業手順、機械加工の基礎、Webサイト製作

など

受講者の声

・普通旋盤に初めて触れて、自分で作る実感を感じた。

作業中の音、切粉（きりこ）の量、作業速度、寸法測定や4S（整理・整頓・清掃・清潔）なども学び、

自信が持てるようになった。

・これまで機械任せだった加工を自らの頭で考えるようになって対応力が向上した。

基礎からの丁寧な指導で機械加工の全体を理解したことで工程全体や段取りまで理解が及ぶようになった。

お問い合わせ
各都道府県地域技能振興コーナー

ものづくりマイスターのウェブサイトをご覧ください

3

職業能力検定認定制度
（団体等検定制度・社内検定認定制度）

キャリア形成

新たに「団体等検定制度」を創設しました！
従来の社内検定認定制度は、個々の企業や団体がそこで働く労働者を対象

に実施する社内検定のうち、一定の基準を果たすものを厚生労働大臣が認

定する制度です。一方、団体等検定制度は、雇用する労働者以外の方（求

職者、学生、フリーランス等）も受検対象となるものです。

本制度を人材開発のためにご活用ください。

団 体 等 検 定 制 度 検 索

団体等検定 認定社内検定

【ロゴマーク】

認定の効果

・ロゴマークを使って対外的にアピールもできます。

・職業能力検定を実施することで、技能の見える化・標準化、従業員のモチベーションアップ、

若手従業員の定着・新入社員の採用、地域産業復興に貢献等の効果が期待できます。

お問い合わせ 団体等検定のウェブサイトをご覧ください



お問い合わせ
職業能力評価基準のウェブサイトをご覧ください

職業能力評価基準 キャリア形成

職業能力評価基準は、仕事に必要な「知識」「技術・技能」「成果につながる職務行動例」を見える

化したものです。自社にカスタマイズすると、能力評価や人材育成に優れた効果を発揮します。

職業能力評価基準の活用方法を説明したテキストや動画をウェブサイトで公開しています

１．実践的な人材育成

チェック形式の「職業能力評価シート」や、評価結果をグラフ化して育成面談で活用する「OJTコミュニ

ケーションシート」を活用すると、従業員の能力レベルを把握して実践的な人材育成ができます。

２．キャリアパスを明確化

能力開発の標準的な道筋を示した「キャリアマップ」を活用すると、キャリアの道筋やレベルアップの目

安となる年数、経験・実績、資格などを示して、従業員の成長意欲を高めることができます。

職 業 能 力 評 価 基 準 検 索

求人申し込みの際は、ハロートレーニング受講者の採用をご検討ください

ハロートレーニングは「公的職業訓練」 （公共職業訓練・求職者支援訓練）の愛称です。

キャリアアップや希望する就職を実現するために必要な職業スキルや知識を習得することが

できる公的な訓練制度で、在職者向けの訓練や離職者向けの訓練等があります。

このうち、離職者向けの訓練について、令和４年度の公共職業訓練（離職者訓練）の受講者数は約10.2万

人、求職者支援訓練の受講者数は約4.0万人で、訓練分野も多岐にわたります。

ハローワークで求人申し込みを行う際には、ハロートレーニングを受講者した方の採用をご検討ください。

4
※求職者支援訓練は実践コースを計上

離職者向けハロートレーニング受講者数 （分野別／令和４年度）

その他分野

理容・美容関連分野

建設関連分野

製造分野

デザイン分野

旅行・観光分野

農業分野

介護・医療・福祉分野

医療事務分野

営業・販売・事務分野

ＩＴ分野

(0.7万人)

(1.2万人)

(1.5万人)

(0.3万人)

(0.9万人)

(1.9万人)

(3.4万人)

(0.08万人)

(1.2万人)

(0.04万人)

(0.6万人)

(万人)



●ジョブ・カードを活用した採用活動や従業員の人材育成等を実施する企業への支援

●ジョブ・カードを活用した雇用型訓練の実施企業への支援（P.７参照）

●セルフ・キャリアドック導入支援（相談支援・技術的支援、セミナー・研修等）

●労働者に対する専門的なキャリアコンサルティング機会の提供

キャリア形成・リスキリング推進事業 キャリア形成

企業と労働者に対しジョブ・カードを活用してさまざまなキャリア形成及びリスキリング支援を行い

ます。

このような従業員の自律的なキャリア形成及びリスキリングの支援を通じて、企業の組織活性化や生

産性向上につなげていきます。

主に下の４つのメニューで、労働者等のキャリア形成を支援します

キャリアコンサルティングとは

キャリアコンサルタント（国家資格）が、相談・助言を行います

キャリアコンサルタントは、キャリア形成や職業能力開発などに関する相談・助言（キャリアコンサル

ティング）を行う専門家で、平成28年４月から国家資格になりました。

守秘義務などが課せられており、安心して仕事や職業に関する相談ができます。

キャリア形成・リスキリング相談コーナーでは、在職者の方個人がキャリアコンサルティングを申し込

み、受けることができます。

セルフ・キャリアドックとは

企業内でキャリアコンサルティング面談やキャリア研修などを組み合わせて実施することで、

従業員の主体的なキャリア形成を支援します

セルフ・キャリアドックとは、企業がその人材育成ビジョン・方針に基づき、キャリアコンサルティン

グ面談と多様なキャリア研修などを組み合わせて、体系的・定期的に従業員の主体的なキャリア形成を

促進・支援する総合的な取組（仕組み）です。

入社時や役職登用時、育児休業からの復職時など、効果的なタイミングで、従業員にキャリアコンサル

ティングを受ける機会を提供すると、従業員の職場定着や、働く意義の再認識、企業の生産性向上につ

ながるといった効果が期待されます。

ジョブ・カードとは

「生涯を通じたキャリア・プランニング」と「職業能力証明」のためのツールです

・効果的な人材育成

ジョブ・カードを活用すると、従業員のキャリア形成上の課題を把握でき、効果的な能力開発を

推進できます。

・採用活動

ジョブ・カードを応募書類として活用すると、書面や面接場面だけでは見えない本人の強みや

人物の「立体像」を知ることができます 。

また、求職者本人のキャリア・プランが明確になり採用後のミスマッチの防止効果が期待できます。

なお、自社の従業員に対してジョブ・カードを活用した人材育成（雇用型訓練）を

実施する事業主は、「人材開発支援助成金」を受給できる場合があります（Ｐ.７参照）。

マイジョブ・カード https://www.job-card.mhlw.go.jp/

5

お問い合わせ

キャリア形成・リスキリング推進事業のウェブサイトをご覧ください

https://carigaku.mhlw.go.jp/

キャリア形成・リスキリング支援センター 検 索



対 象

雇用保険の被保険者※又は被保険者だった方で、一定の条件を満たす方が、厚生労働大臣が

指定する教育訓練講座を受講し、修了などした場合

※雇用保険の被保険者とは、一般被保険者および高年齢被保険者をいいます。

以下、このページにおいて同じです。

支 給 額

一般教育訓練

従業員が教育訓練施設に支払った経費の20%に相当する額（上限10万円）

特定一般教育訓練

① 従業員が教育訓練施設に支払った経費の40％に相当する額（上限20万円)

② 教育訓練を修了し、１年以内に資格取得などをした場合等は、従業員が教育訓練施設に

支払った経費の10％を追加給付

①と②の合計は、従業員が教育訓練施設に支払った経費の50％に相当する額(上限25万円)
受講開始前に訓練対応キャリアコンサルタントが作成支援したジョブ・カードを添付して事前の

手続きを行う必要があります。

専門実践教育訓練

① 従業員が教育訓練施設に支払った経費の50％に相当する額

（年間上限40万円、訓練期間は最大で４年間のため最大160万円）

② 教育訓練を修了し、１年以内に資格取得などをした場合等は、従業員が教育訓練施設に

支払った経費の20％を追加給付

③ ②の要件に加え、訓練前後で賃金が５％以上上昇した場合は、従業員が教育訓練施設に
支払った経費の10％を追加給付

①②③の合計は、従業員が教育訓練施設に支払った経費の80％に相当する額

（年間上限64万円、訓練期間は最大で４年間のため、最大256万円）

ただし、この措置は法令上最短４年の専門実践教育訓練を受講する者に限るとともに、在職者で

かつ、比較的高い賃金を受ける者についてはこの限りではありません。

受講開始前に訓練対応キャリアコンサルタントが作成支援したジョブ・カードを添付して事前の

手続きを行う必要があります。

■自社の従業員が特定一般教育訓練および専門実践教育訓練を受講することを支援する事業主は、「人材開発支援助成

金」を受給できる場合があります（Ｐ.７参照）。

■一般教育訓練、特定一般教育訓練と専門実践教育訓練の指定講座は、お近くのハローワークまたは以下のウェブサイ

トで確認できます。

教育訓練給付制度 厚生労働大臣指定教育訓練講座検索システム

https://www.kyufu.mhlw.go.jp/kensaku/

認定マーク

教育訓練給付金 キャリア形成

自ら費用を負担して主体的にキャリア形成に取り組む従業員への支援策です。

キャリア形成に積極的な従業員に、ぜひご紹介ください。

お問い合わせ ハローワーク

ユースエール認定制度 若者の採用・育成

若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況などが優良な中小企業を、厚生労働大臣が

「ユースエール認定企業」として認定する制度です。

認定基準をクリアし、ユースエール認定企業になることで、以下の効果が期待されます。

１. 学卒者などの若者の応募が増える！

２. 社員が自社の雇用環境の良さを認識し、定着率が向上する！

３. 地元メディアなどに「雇用管理のよい優良企業」として注目される！

この他にも、公共調達における加点評価や、日本政策金融公庫の低利融資などのメリットがあります。

お問い合わせ

申請書類提出先

都道府県労働局・ハローワーク

認定基準などの詳細は、若者雇用促進総合サイトをご覧ください

若者雇用促進総合サイト 検 索 6



※ キャリアアップ助成金正社員化コースでは、人材開発支援助成金の訓練を修了後に正社員転換した場合に、助成額の加算を

行っています。

詳しくは「キャリアアップ助成金 厚生労働省」で検索してください。

キャリアアップ助成金とは、有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用の労働者の企業内で

のキャリアアップを促進するため、正社員転換や処遇改善の取組を実施した事業主に対して助成をするものです。

人材開発支援助成金 事業主向け助成金

事業主等が雇用する労働者に対して計画に沿って訓練を実施した場合や、教育訓練休暇等の制度を導

入し、その制度を労働者に適用した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成する制度です。

7

＜人材育成支援コース＞

○ 人材育成訓練

10時間以上のOFF-JTによる訓練を行った事業主等に対して助成。

○ 認定実習併用職業訓練

新卒者等のために実施するOJTとOFF-JTを組み合わせた訓練を行った事業主に対して助成。

○ 有期実習型訓練

有期契約労働者等の正社員転換を目的として実施するOJTとOFF-JTを組み合わせた訓練を行った事業主に対して

助成。

＜教育訓練休暇等付与コース＞

○教育訓練休暇制度

３年間に５日以上の取得が可能な有給の教育訓練休暇制度（※）を導入し、実際に適用した事業主に助成。

 ※ 労働基準法第39条の規定による年次有給休暇を除く。

＜人への投資促進コース＞

 ○ 高度デジタル人材訓練／成長分野等人材訓練

 高度デジタル人材の育成のための訓練や、海外を含む大学院での訓練を行った事業主に対して助成。

 ○ 情報技術分野認定実習併用職業訓練

 IT分野未経験者の即戦力化のためのOJTとOFF-JTを組み合わせた訓練を行った事業主に対して助成。

○ 定額制訓練

 労働者の多様な訓練の選択・実施を可能とするサブスクリプション型の研修サービスを利用して訓練を行った事業

主に対して助成。

○ 自発的職業能力開発訓練

 労働者が自発的に受講した職業訓練費用を負担する事業主に対して助成。

 ○ 長期教育訓練休暇制度

 30日以上の長期教育訓練休暇の取得が可能な制度を導入し、実際に適用した事業主に助成。

 ○教育訓練短時間勤務等制度

 30回以上の所定労働時間の短縮及び所定外労働時間の免除が可能な制度を導入し、実際に適用した事業主に助成。

＜事業展開等リスキリング支援コース＞

 企業内における新規事業の立ち上げなどの事業展開等に伴い、事業主が新たな分野で必要となる知識や技能を習得

させるための訓練を行った事業主に対して助成。



※１ 訓練修了後に行う訓練受講者に係る賃金改定前後の賃金を比較して５％以上上昇している場合、又は、資格等手当の支払を就業規則等
に規定した上で、訓練修了後に訓練受講者に対して当該手当を支払い、かつ、当該手当の支払い前後の賃金を比較して３％以上上昇してい
る場合に、助成率等を加算。

※２ 新卒者等のために実施するOJTとOFF-JTを組み合わせた訓練。  
※３ 有期契約労働者等の正社員転換を目的として実施するOJTとOFF-JTを組み合わせた訓練。
※４ 制度を導入し、労働者に適用した場合に助成（制度導入助成）。
※５ 国内大学院を利用して訓練を実施した場合のみ対象。
※６ 有給による休暇を取得した場合に対象。

人材開発支援助成金 事業主向け助成金

お問い合わせ
都道府県労働局

人材開発支援助成金 厚生労働省 検 索 8

コース名 対象訓練・助成内容

助成率・助成額  注（ ）内は中小企業事業主以外

通常分 訓練修了後に賃金を増額した場合※１

OFF-JT OJT OFF-JT OJT

経費助成 賃金助成 実施助成 経費助成 賃金助成 実施助成

人材育成支援
コース

人材育成訓練

正規雇用:
45(30)％

非正規雇用:
60％

正社員化:
70％

760(380)
円/時・人

－

正規雇用:
60(45)％

非正規雇用:
75％

正社員化:
100％

960(480)
円/時・人

－

認定実習併用職業訓練※２ 45(30)％
20(11)
万円/人

60(45)％
25(14)
万円/人

有期実習型訓練※３

60％
正社員化:

70％

10(9)
万円/人

75％
正社員化:

100％

13(12)
万円/人

教育訓練休暇等
付与コース

教育訓練休暇制度 30万円※４ － － 36万円※４ － －

人への投資促進
コース

高度デジタル人材訓練
／成長分野等人材訓練

デ
ジ
タ
ル

75(60)%
960(480)
円/時・人

－ － － －

成
長
分
野

75%
960円

/時・人※５ － － － －

情報技術分野認定実習併用
職業訓練

60(45)%
760(380)
円/時・人

20(11)
万円/人

75(60)%
960(480)
円/時・人

25(14)
万円/人

定額制訓練 60(45)% － － 75(60)% － －

自発的職業能力開発訓練 45% － － 60% － －

長期教育訓練休暇制度
／教育訓練短時間勤務
等制度

長
期
休
暇

20万円※４
960 

（760）円/
時・人※６

－ 24万円※４ ー (960)円
/時・人※６ －

短
時
間
勤
務
等

20万円※４ － － 24万円※４ － －

事業展開等リスキ
リング支援コース

事業展開やDX・GXに伴い新
たな分野で必要となる知識や
技能を習得させるための訓練 

75(60)%
960(480)
円/時・人

－ － － －



独立行政法人労働者健康安全機構 

「三重産業保健総合支援センター」からのお知らせ 
 三重産業保健総合支援センターでは、産業保健に携わる 

産業医、保健師、衛生管理者をはじめ事業主や人事労務担 

当者の方々に対して、産業保健に関する研修や専門的な相 

談への対応など、各種支援を行っています。 

 提供するサービスは全て無料です。 

 皆様のご利用、心よりお待ちしております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

≪保健師の個別訪問支援サービス≫（小規模事業場向け） 

 以下のような悩みはありませんか？ 

      〇 元気がない従業員がいるが、どう声をかけたらいいのか？ 

      〇 健康管理ってどうすればいいの？ 

      〇 病休者が復職を申し出ているけど、大丈夫かな？ 

      〇 うちの会社、腰痛の人が多くて困っています。 

 当センターが、保健師を派遣し、従業員が「元気に長く働く」職場づくりをお手伝いします。 

  【保健師による支援例】 

   ★ 健康相談（心配事・メンタルヘルス含む） 

   ★ 保健指導（健康診断後の相談・支援） 

   ★ 健康に関する講話 

   ★ 職場巡視及び職場改善に関する支援 

   ★ 治療と仕事の両立に関する支援 

人手不足・高齢化に対応するため、従業員に元気で長

く働いてもらうことは企業経営の観点から重要です。 

利用は無料ですので、積極的なご活用をお待ちしてい

ます。 

 

 

≪１０月、１１月の主な研修会予定≫ 

 〇 10 月 21 日（月）14:00～16:00【オンライン】 

   「職場での糖尿病管理」 

 〇 10 月 23 日（水）14:00～16:00【オンライン】 

   「若年性認知症支援コーディネーターの就労支援」 

 〇 10 月 25 日（金）14:00～16:00 

   「職場の両立支援エトセトラ。今やあれもこれも両立支援！」 

 〇 11 月 1 日（金）14:00～16:00【オンライン】 

   「産業保健分野における感染管理」 

 〇 11 月 13 日（水）14:00～16:00 

   「職場でのメンタルヘルス相談の受け方」 

 〇 11 月 19 日（火）14:00～16:00 

   「10 年先も今と変わらず働き続ける、そのために今できること。」 

     ～ そのヒントを栄養士が伝えます ～ 

 〇 11 月 22 日（金）14:00～16:00【オンライン】 

   「エイジフレンドリーガイドラインを踏まえた労働災害防止対策」 

 〇 11 月 29 日（金）14:00～16:00【オンライン】 

   「糖尿病での両立支援と医療機関における両立支援の実際」 

※ 研修受講を希望される方は、当センターHP から、研修当日の 5 日前までにお申込みください。 

〈研修会会場案内図〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪事業主・労働者に対する啓発セミナー≫ 
 企業や団体の皆様からの要望により、事業主や労働者を対象とした 

職場におけるメンタルヘルス対策（セルフケア・ラインケア）や治療 

と仕事の両立支援等に関する啓発教育を実施します。 

 その他、腰痛予防対策や化学物質対策など、労働衛生に係る各種教 

育を実施することが可能です。 

 詳細は、当センターにお問い合わせください。 

  



 

 

 

〇 勤務間インターバルミニ研修を実施します！ 

  勤務間インターバル制度（※）については、働き方改革関連法（平成 31 年 4 月施行）により、その導入

が努力義務とされたところです。 

※ 勤務間インターバル制度 

1 日の勤務終了後、翌日の出社までの間に、一定時間以上の休息時間を設けることで、働く人の生活 

時間や睡眠時間を確保するもの。 

  しかしながら、厚生労働省の「令和 5 年就労条件総合調査」によると、勤務間インターバル制度を導入し

ている企業は、全体の 6.0％に留まっています。 

  そのため、当センターで開催する以下の研修終了後、専門の社会保険労務士による「勤務間インターバル

制度に係るミニ研修」（15～30 分程度）を実施します。 
  注意：ミニ研修受講を希望の方は、以下の研修に当センターHP から申し込んでください。（ミニ研修のみの受講は受け付け

ておりません。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 おとなの発達障がいセミナーを開催します！ 
  近年、産業保健活動でのメンタルヘルス対策の進化に伴い、発達障がいという特性に起因したメンタルヘ

ルス不調者の存在が認識されています。 

  そのため、2 回シリーズで標記セミナー（愛知・岐阜産保センター及び塩野義製薬株式会社との共催）を

オンラインで開催することといたしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
独立行政法人労働者健康安全機構 三重産業保健総合支援センター 

〒514-0003 三重県津市桜橋 2 丁目 191－4 三重県医師会館内 
E-mail :  mie-jooohas@mies.johas.go.jp 

 

 

三重産業保健総合支援センター等のイベント案内 

≪ミニ研修を実施する予定の研修≫ 
 〇 職場の両立支援エトセトラ。今やあれもこれも両立支援！ 

   日時：令和 6 年 10 月 25 日（金）14:00～16:00 定員：28 名 

 〇 職場でのメンタルヘルス相談の受け方 

   日時：令和 6 年 11 月 13 日（水）14:00～16:00 定員：28 名  

≪おとなの発達障がいセミナー≫ 

 対象：産業医・産業保健スタッフ・人事労務担当者・安全衛生担当者等 

    2 回のセミナー双方ともに参加できる方 

 【第 1 回】日時：令和 6 年 11 月 26 日（火）14:00～16:00 定員：100 名 

      内容：「メンタルヘルスと発達障がい特性の理解について」 

      講師：出口裕彦先生（大阪公立大学大学院神経精神医学講師） 

 【第２回】日時：令和 6 年 12 月 20 日（金）14:00～16:00 定員：100 名 

      内容：「発達特性を有する労働者の職場での事例性に応じた対応と専門家との連携」 

      講師：永田昌子先生（産業医科大学医学部両立支援室室長） 

 申し込み締切日は、1 回目・2 回目ともに 11 月 12 日としておりますので、受講希望の 

方は、それまでに、当センターHP から申し込んでください。 

 セミナー参加者には、事前にセミナー資料として、「おとなの発達障がいマネジメント 

ハンドブック」を申込住所に郵送いたします。（無料） 
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